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平成22年11月５日(金曜日）

午前10時３分開会

会議に付した案件

○概要説明

福祉保健部

１．救急医療の現状と取り組みについて

２．災害医療の現状と取り組みについて

○協議事項

１．県北調査について

２．歯科口腔保健推進条例（仮称）の要綱案

について

３．次回委員会について

４．その他

出席委員（13人）

委 員 長 松 田 勝 則

副 委 員 長 松 村 悟 郎

委 員 米 良 政 美

委 員 萩 原 耕 三

委 員 中 野 一 則

委 員 横 田 照 夫

委 員 十 屋 幸 平

委 員 権 藤 梅 義

委 員 水 間 篤 典

委 員 鳥 飼 謙 二

委 員 太 田 清 海

委 員 長 友 安 弘

委 員 図 師 博 規

欠 席 委 員（なし）

委員外議員（なし）

説明のために出席した者

福祉保健部

福 祉 保 健 部 長 高 橋 博

福 祉 保 健 部 次 長
畝 原 光 男

（ 保 健 ・ 医 療 ）

部参事兼福祉保健課長 城 野 豊 隆

医 療 薬 務 課 長 緒 方 俊

健 康 増 進 課 長 和 田 陽 市

事務局職員出席者

政 策 調 査 課 主 幹 髙 村 好 幸

政策調査課副主幹 福 島 久 大

○松田委員長 ただいまから医療対策特別委員

会を開会いたします。

せんだって実施いたしました県外調査につき

ましては、大変お疲れさまでございました。地

域医療にかかわる取り組みや歯科口腔保健条例

の内容などを直接伺うことができました。今後

の委員会活動に反映させていきたいと考えてお

ります。

まず、本日の委員会の日程でありますが、お

手元に配付の日程（案）をごらんください。

まず、福祉保健部に、「救急医療の現状と取り

組み」について、また「災害医療の現状と取り

組み」について説明いただきます。

次に、「歯科口腔保健推進条例（仮称）の要綱

案」などについて委員協議をしていただくこと

になっております。

本日は、このように取り進めてよろしいでしょ

うか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○松田委員長 それでは、そのように決定いた

します。

執行部の説明に入ります。

執行部入室のため、しばらく休憩いたします。

午前10時５分休憩
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午前10時５分再開

○松田委員長 委員会を再開いたします。

本日は、福祉保健部の皆さんにおいでいただ

きました。ありがとうございます。

それでは、説明をよろしくお願いいたします。

○高橋福祉保健部長 福祉保健部長の高橋でご

ざいます。

医療対策特別委員会資料のほうの表紙をめ

くっていただきたいと思います。目次をごらん

ください。

本日の説明事項は、救急医療、災害医療の現

状と取り組みについてでございます。詳細につ

きましては、医療薬務課長から説明させますの

で、どうぞよろしくお願いいたします。

私のほうからは以上でございます。

○緒方医療薬務課長 それでは、私のほうから、

救急医療と災害医療の現状と取り組みについて

御説明いたします。

資料の１ページをごらんください。

「Ⅰ 救急医療の現状と取り組み」について

であります。

御承知のとおり、救急医療体制は、初期救急

医療体制から第三次救急医療体制まで、救急患

者の傷病の度合いによって、それぞれ体制が整

備されております。

まず、現状についてですが、１の初期救急医

療体制は、主として入院治療を必要としない軽

度の救急患者の治療を行うもので、休日夜間急

患センターと在宅当番医制がございます。

（１）の休日夜間急患センターは、夜間等に

発生した軽症急病患者の医療を確保するため、

市町村が設置するもので、現在７つの医療圏す

べてで整備されておりますが、表にありますと

おり、各センターによって診療科目や診療時間

が異なっている現状であります。

また、表の下の米印は、最近の診療体制の拡

充等について記載しておりますので、簡単に御

説明をいたします。

まず※１、これは延岡市夜間急病センターで

すけれども、平成20年７月に、内科と外科が土

曜日の14時から18時までの間も診療するように

拡大されております。また、21年10月には、内

科の土曜日の夜の診療時間が翌朝７時までに拡

大されております。

※２の日南市初期夜間急病センターですが、

これは平成21年８月から、内科が日曜及び祝日

のみから毎日の夜に拡大しておりますけれども、

内科と小児科の診療時間が30分縮小されており

ます。

また、※３の日向市初期救急診療所は平成21

年４月に、※４の西諸医師会急病診療体制は平

成22年４月に、新たに開設されております。

次に、（２）の在宅当番医制ですが、休日の昼

間に発生した急病患者の医療を確保するため、

市町村が実施主体となって、県内すべての市郡

医師会の協力のもと実施されております。実施

状況は次のページ、２ページに記載していると

おりでございます。

次に、２の第二次救急医療体制ですが、これ

は休日または夜間における入院治療を必要とす

る重症救急患者及び初期救急医療施設からの転

送患者の医療を行うもので、病院群輪番制方式

と共同利用型病院方式の２つの方式で実施され

ております。

まず、病院群輪番制方式は、医療圏を単位と

いたしまして、地域内の病院が共同連帯して、

輪番制方式により第二次救急医療を担うもので、

宮崎県北部、日向入郷、日南串間、都城北諸県、

西諸の５つの医療圏で実施されております。各
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医療圏の輪番病院は記載のとおりでありますけ

れども、日向入郷医療圏につきましては、基本

的に千代田病院が担っており、済生会日向病院

と和田病院は、可能な限りの対応をしていただ

いている現状であります。

（２）の共同利用型病院方式は、医療圏を単

位といたしまして、医師会立病院等が休日夜間

に病院の一部を開放し、地区医師会の協力によ

り第二次救急医療を担うもので、宮崎東諸県と

西都児湯の２つの医療圏で実施されております。

いずれも医師会病院が対応をしております。

次に、３の第三次救急医療体制ですが、初期

救急医療施設及び第二次救急医療施設の後方病

院として、高度な診療機能を有し、心筋梗塞、

脳血管疾患、頭部損傷等の重篤な救急患者の救

命医療を行うものであり、県立宮崎病院、県立

延岡病院、宮崎大学医学部附属病院の３病院が

対応をしております。

４のその他として、救急告示施設があります

けれども、これは「救急病院等を定める省令」

により、施設開設者から知事に対し、救急業務

に関し協力する旨の申し出があり、知事が救急

病院（診療所）として認定、その旨を告示した

もので、平成22年10月現在で68施設を告示して

おります。各医療圏ごとの告示施設は、次のペ

ージ、３ページの上に記載しているとおりでご

ざいます。

次に、主な取り組みを御説明いたします。

なお、それぞれの項目の右側に米印をつけて

いるものは、地域医療再生計画に位置づけられ

た事業であります。

まず、１の初期救急医療体制ですが、（１）

（２）にありますとおり、延岡市夜間急病セン

ターの診療体制の強化を図るため、診察室や処

置室の増設等の施設・設備整備を行うとともに、

他の医療圏の医師に非常勤等としての協力を仰

ぐことにより、医師の確保を図ることとしてお

ります。

（３）の都城救急医療センターの整備につき

ましては、都城市郡医師会病院の移転とあわせ

て、都城健康サービスセンターも含め、一体的

な整備を支援することとしております。

（４）の在宅当番医情報の伝達につきまして

は、県の総合医療情報システムである「みやざ

き医療ナビ」で在宅当番医の情報を提供すると

ともに、各市郡医師会において、新聞紙上での

在宅当番医情報の県民への提供を行っていると

ころでございます。

次に、２の第二次救急医療体制についてです

けれども、（１）の共同利用型病院運営費補助金

は、同方式を実施している宮崎東諸県と西都児

湯医療圏に対し、国庫補助制度を活用しまして

運営費の一部を支援しております。なお、病院

群輪番制方式を実施している医療圏につきまし

ては、平成17年度から地方交付税により市町村

へ財源措置がなされているところでございます。

（２）の特定救急患者に対応する輪番医療機

関の機器整備等支援は、現在、県立延岡病院で

対応できていない脳血管障害患者及び消化管出

血患者の輪番受け入れ医療機関を対象に、必要

な施設・設備整備支援を行うものでございます。

（３）の日向入郷圏域３病院の勤務医処遇改

善は、日向入郷圏域の第二次救急医療の中心と

なっている千代田病院、和田病院、済生会日向

病院の３病院を対象に、勤務医の救急勤務医手

当を対象に支援するものであります。なお、資

料には当直手当とありますけれども、当直手当

とは別に救急勤務医手当が支給される場合に対

象となりますので、正しくは救急勤務医手当で

あります。おわびして訂正をさせていただきま
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す。

（４）の第二次救急医療機関への医療クラー

ク採用支援につきましては、県内の第二次救急

医療機関の勤務医の負担軽減を図るため、医療

事務作業補助者を新たに採用する際の人件費の

補助を行うものであります。

（５）の都城市郡医師会病院の整備につきま

しては、先ほど御説明したとおりでございます。

次に、３の第三次救急医療体制についてであ

ります。

（１）と（２）にありますように、本県の救

急医療体制の強化を図るため、救急専用病床の

増床や医師・看護師の増員等、宮崎大学医学部

附属病院の救命救急センター化を図るとともに、

あわせてドクターヘリの導入を行うこととして

おります。なお、ドクターヘリにつきましては、

本年度はヘリポートの適地調査を行い、来年度、

ヘリポートの整備を実施し、早くて来年度末の

導入を予定しているところでございます。

また、（３）にありますように、県立延岡病院

の救命救急センターの増改築やヘリポートの整

備によりまして、救急部門の体制強化を図るこ

ととしております。

次に、４のその他ですけれども、（１）及び

（２）にありますように、本県の救急医療機能

全体の底上げのため、救急医療に従事する医師

の研修や看護師のスキルアップ支援を行ってお

ります。

（３）の小児救急医療電話相談事業につきま

しては、平成17年度から実施しておりますが、

平成22年度から、これまでの土・日・祝日・年

末年始の体制から、平日も含めて毎日実施する

体制に拡大をしております。

（４）の訪問救急教室事業と（５）のオピニ

オンリーダー育成・強化事業につきましては、

救急医療の適正受診を図るために、保護者等を

対象にいたしまして、小児救急医療の基礎知識

や受診のあり方等について講座を開催するとと

もに、ＮＰＯ等が行う啓発活動など、地域医療

を守る活動に対して支援をしているところでご

ざいます。

５ページをごらんください。

次に、「Ⅱ 災害医療の現状と取り組み」につ

いてであります。

現状でございますけれども、災害時における

救急患者の受け入れや地域医療機関への支援等

を行う病院といたしまして、表にありますよう

に、11病院を災害拠点病院に指定しております。

このうち、県立宮崎病院と宮崎大学医学部附属

病院は、県全体の災害拠点病院の中核となり、

その他の拠点病院の後方支援施設として高度な

医療救護活動を行う基幹災害医療センターとし

て位置づけております。

次に、２のＤＭＡＴチームですけれども、Ｄ

ＭＡＴとは、大地震及び航空機・列車事故といっ

た災害時に被災地に駆けつけ、救急治療を行う

ための専門的な訓練を受けた医療チームであり

まして、基本的に、医師１名、看護師３名、事

務調査員１名の１チーム５名程度で構成され、

発災後48時間以内の災害急性期に活動するもの

でございます。平成７年の阪神淡路大震災の教

訓をもとに養成が始まりまして、厚生労働省が

実施する「日本ＤＭＡＴ隊員養成研修」を修了

することがチームの要件となっております。現

在、本県のＤＭＡＴチームは、５ページの下に

ありますとおり、５病院８チームとなっており

ます。

６ページをお開きください。

主な取り組みについてでございますけれども、

１の災害拠点病院の施設・設備整備につきまし
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ては、災害時における医療体制を確保するため、

備蓄倉庫や受水槽、備蓄用資材等の施設・設備

整備に対しまして支援を行っているところでご

ざいます。

２の県災害医療従事者研修会は、大規模災害

時等に発生するさまざまな多数の傷病者に対応

するためには、災害医療従事者の医療技術の習

得・向上と、医療関係機関の相互の連携強化を

図る必要がありますことから、これら病院等の

医師等の関係者が参加する研修会を開催してい

るところでございます。

３のＤＭＡＴ体制の整備につきましては、厚

生労働省の日本ＤＭＡＴ活動要領に基づきまし

て、県とＤＭＡＴ指定医療機関とで協定を結び、

災害時における派遣要請及び被災地等での災害

医療活動をすることができる体制構築について、

現在、検討を行っているところでございます。

この体制構築につきまして、ちょっと御説明

をしたいと思います。

まず、６ページの下の図をごらんいただきた

いと思います。この図は、都道府県とＤＭＡＴ

指定医療機関が協定を締結していない場合の図

でありますが、現在、本県はこの体制でありま

す。左側の①のとおり災害が発生しますと、被

災都道府県から②のとおりＤＭＡＴの派遣要請

がありまして、③のとおり県からの派遣要請に

基づきましてＤＭＡＴが派遣された場合、派遣

に要した費用は、⑥のとおり直接被災都道府県

からＤＭＡＴ指定医療機関へ弁償がされます。

しかしながら、（注）に書いてありますとおり、

被災県等からの要請がない場合には、費用支弁

はされないということが原則となっております。

また、右側に書いておりますとおり、被災地で

ＤＭＡＴ隊員が負傷あるいは疾病にかかる、あ

るいは死亡した場合の補償は、この場合にはな

いというような状況になっております。

次に、７ページの下のほうをちょっとごらん

いただきたいと思いますが、この図は、都道府

県とＤＭＡＴ指定医療機関が協定を締結してい

る場合の図でございます。６ページと同様に、

災害が発生しまして、都道府県からの派遣要請

があり、県からの派遣要請に基づき派遣された

場合、派遣に要した費用は、まず⑤のＤＭＡＴ

指定医療機関からの費用報告に基づきまして、

⑥の県との協定に基づき費用を弁償することと

なります。その後、⑦の派遣した都道府県から

被災都道府県への求償に基づきまして、⑧のと

おり費用が支弁されます。費用負担につきまし

ては、下に書いてありますとおり、災害救助法

適用の有無によって国庫補助金等で賄われるこ

とになっております。また、右側に書いてあり

ますとおり、ＤＭＡＴ隊員が負傷、疾病にかか

る、あるいは死亡した場合は、協定により賠償

がされることになっております。

７ページの上の場合は、県内での活動を想定

したものでございまして、下の図と同様に、協

定に基づき費用が弁償されることとなっており

ます。

先ほど申し上げましたとおり、本県はまだ協

定を締結しておりませんが、来年度の早い時期

にはこの協定を締結したいと今考えているとこ

ろでございます。

説明は以上であります。

○松田委員長 執行部の説明が終わりました。

御意見、質疑などがありましたらお願いいたし

ます。

○萩原委員 ６ページ、都道府県との協定を締

結していない場合、このＤＭＡＴの派遣要請、

③で県からＤＭＡＴ指定機関にＤＭＡＴの派遣

要請と書いてありますよね。この意思決定の手
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順はどういう格好になるわけですか。

○緒方医療薬務課長 どのような場合にＤＭＡ

Ｔを派遣するかというような、そういうような

協定を結ぶ際に、運用要領等を県のほうで定め

ますので、その中で、こういう場合にはＤＭＡ

Ｔの派遣を要請するとか、そういうのを来年度

にかけて検討していくというような手順になっ

ております。

○萩原委員 非常に時間を、一秒を争うことに

なると思うんですよね、こういうのは。そのと

きはトップは知事なんですか、それとも福祉保

健部長なんですか。

○緒方医療薬務課長 県の災害本部があります

けれども、その災害本部の下に医療救護班とい

うのがございます。そういうような中で、トッ

プは知事になると思いますけれども、判断は部

長、担当部局で判断をしていくということにな

ろうかと思います。

○鳥飼委員 ２～３点お尋ねします。最初のほ

うなんですが、一次、二次、三次の説明があっ

たんですけど、昨年ですか、地域医療計画によ

ると、二次救急のところに告示病院も位置づけ

がしてあったように思うんですけど、この考え

方については、こういうことでいいんでしょう

か、きょう説明があったような。

○緒方医療薬務課長 救急告示病院も基本的に

は入院患者を受け入れるということで、二次救

急医療機関として医療計画上は位置づけており

ます。ただ、救急告示病院は、必ずしも受け入

れられる体制、常時入院患者が、救急の病床が

あいていないとか、そういうような形で受け入

れが困難な場合もあります。そういう中で、で

きるだけ責任を持って受け入れていただくとい

うような病院をある程度指定しておりまして、

それが共同利用型病院とか輪番制病院というよ

うな形で、二次救急病院の中でもそういうよう

な形で位置づけをさせていただいているという

ことでございます。

○鳥飼委員 だから、やはりきょう説明のあっ

たような形での位置づけにしなくては、大体あ

の地域医療計画そのものが、あれはちょっとお

かしいと私は思っているんですね。告示病院と

いうのは、協力をお願いしますということだけ

ですから。そこでちょっとそういうふうな私の

意見に合った説明を課長がしてくれたから、そ

の確認の意味だったんです。わかりました。考

え方についてはわかりましたが、そこで、その

救急告示施設、二次救急医療体制の位置づけに

ついてはわかりましたけれども、それに対する

公的な支援、それは県の地域医療計画では、二

次救急医療機関というふうな位置づけがされて

いるわけですね。そうすると、どちらかといえ

ば善意ですよというような形にはなっています

けれども、しかし、実態的には受けざるを得な

いところも地域的には出てくると思うんですね。

そのときの公的な支援が何かあるのかどうか、

それについて、税制上も含めてお伺いいたしま

す。

○緒方医療薬務課長 救急告示施設の場合には、

特別にこれといった補助金があるというわけで

はございませんが、診療報酬で救急医療管理加

算とかそういうようなものが、緊急入院を必要

とする患者を、入院から７日間を限度として、

そういう患者さんを受け入れた場合には救急医

療管理加算があるとか、そういう診療報酬上の

メリットはございます。先ほど申しました二次

救急医療施設の中でも、こういう形で事前に指

定をして受け入れてほしいというところをお願

いしているところが、先ほど申しました病院群

輪番と共同利用型方式でございますけれども、
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県の共同利用型の方式については、国県、市町

村で３分の１ずつの負担というのがございます。

それと輪番制については、交付税措置という形

で市町村に全部おりていますので、市町村のほ

うから補助金が出ているというような状況でご

ざいます。

○鳥飼委員 そういう御説明でしたよね。それ

と、告示病院、救急医療加算ということですけ

れども、告示病院以外でも救急を受けざるを得

ない場合というのも当然出てきますよね。その

場合の救急医療加算というのはつかないんです

か、つくんですか。

○緒方医療薬務課長 加算がつく場合の基準と

いうか対象施設がありまして、例えば、これは

大体救急告示施設としてほとんど認定をされて

おりますけど、地域医療支援病院とか、先ほど

申しました救急告示病院、それとか病院群輪番

病院とか共同利用型病院というような基準に

なっておりますので、そこ辺の詳しい、すべて

が、たまたま受け入れたところが加算がもらえ

るかどうかというのは、これを見る限りちょっ

と難しいのかなという気がしますけれども、詳

細は確認します。

○鳥飼委員 わかりました。ちょっと専門的過

ぎてごめんなさい。お聞きをしたいのは、そう

いう救急告示病院であっても、そういうような

ことで受けざるを得ないというところがあるも

のですから、やはりそういう救急医療加算だけ

ではなくて、それなりの支援がないと、例えば

医師の配置ももちろん出てくるわけですから、

それでは不十分ではないかなということを指摘

しておきたいと思います。それは特に結構です。

それから、未収金の問題なんですけど、救急告

示病院でしたら、どんな患者さんでも連れてこ

られるという状況がありまして、お金がないか

ら診ないよというわけにはいかないというわけ

で、これはどこの病院も救急告示病院以外でも

多いとは思うんですけれども、とりわけそうい

うふうな救急的な病院のところについては、そ

れが発生しやすい状況だということなんですが、

それについての状況把握は県としてはやってお

られるんですか。

○緒方医療薬務課長 それぞれの病院が救急関

係で未収金がどの程度あるかというような具体

的な数字は今持ち合わせておりません。ただ、

そういうような未収金が発生するというような

ことで、病院のほうから何とかならないだろう

かというようなお話は伺っております。

○鳥飼委員 それはかなり前々から来ているだ

ろうというふうに思うんですが、やっぱり未収

金のところがかなりダメージになるというよう

なことも、私は何年か前からお聞きをしており

ます。それで、やはり実態調査というのをやる

べきではないかなというのが一つですね。これ

は問題点の指摘として受けとめておいていただ

きたいと思います。それから、対策なんですけ

れども、大きい市町村の場合は難しいのかもし

れませんけれども、どうしても支払えない場合

については、医療扶助の適用なりというのも出

てくるし、そうすると、救急患者でしたら２～

３日とか４～５日、そこがやっぱり医療費がぐ

んとはね上げるときだと思うんですね。ですか

ら、迅速な適用といいますか、申請行為なり適

用なりというのは、それは福祉の実施機関との

連携がしっかりとれているかどうかということ

が大事だろうと思うんですよ。そういう指導は

そこまではしておられないかなと思うんですけ

れども、ぜひやっていただきたいということで、

これはお願いにしておきたいと思います。やは

り未収金というのは、かなり重いものがあるよ
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うに医療機関からお聞きしますので、そこはや

はり実態調査と、それをじゃできるだけ少なく

していくにはどうすればいいのかと。小さい町

の救急告示病院だったら受けざるを得ないと、

受けて、そして加算は少しはあるものの未収金

として残るということだったら、踏んだりけっ

たりというようなことになるものですから、そ

こは実態として受けとめておいていただきたい

と思います。

それと続けてなんですが、例えば先ほどおっ

しゃった病院群輪番制については、市町村に交

付税措置ということですけれども、例えば北部

医療圏で言いますと、県立延岡病院だけなんで

すけれども、この場合でしたら、延岡市から県

立延岡病院に何らかの補助なり支援が行われて

いるということで理解していいんでしょうか。

○緒方医療薬務課長 県立病院の場合には、県

の施設なものですから、輪番制方式をとってお

りましても、県のほうから、そういう形で応分

の救急関係の経費として、一般財源のほうから

繰り入れがされているということでございます。

○鳥飼委員 そうしますと、逆に言えば、交付

税措置はされていないということなんですね。

○緒方医療薬務課長 市町村のほうに、そうで

すね。県の分として、県のほうに交付税措置が

されているというふうに考えております。

○鳥飼委員 当然県に交付税措置されれば市に

はされないということになるだろうと思うんで

すが、そこで、もう一つ新しい取り組みといい

ますか、以前から取り組んでおられる医療クラ

ークについては、かなり期待をするところが大

きいというのがあるんですけれども、県内の配

置の状況というのは何か調査をしたものがあり

ますか。

○緒方医療薬務課長 医療クラークにつきまし

ては、地域医療再生計画の中で平成23年度から

取り組もうという形で考えております。救急告

示医療機関が68ありますけれども、その中で調

査をいたしますと、55名が導入したいというよ

うな数字が出てきております。実際今入れてい

るのは宮崎病院とか、そういうので今導入され

ているというふうには伺っております。

○鳥飼委員 わかりました。55名が導入したい

と。現実は宮崎病院とか何カ所かということで

すね。そこで、医療クラークの処遇なんですよ

ね。宮崎病院で配置されていますけれども、賃

金はどの程度なんでしょうか。

○緒方医療薬務課長 済みません。詳しい数字

を持っておりません。

○鳥飼委員 これは医療クラークの配置とかい

うのも連携しながらやっておられると思います

けれども、やっぱり食っていけないとというか、

それなりの処遇がされないと、医療クラークと

しての職の確立というのももちろん出てくるわ

けなんですけれども、お医者さんたちから聞く

ところでは、「ああいう状況じゃ、ちゃんとした

医療クラークは来ないよ」というようなことも

言われる人もいまして、医療クラークの処遇は、

やはりそれなりの専門職としての処遇をやって

いくべきではないかなというふうに思っていま

すけれども、何か考え方とかあるでしょうか。

○緒方医療薬務課長 今この調査の段階で、ど

の程度の賃金をもらっているのかということは、

昨年度一回調査をしているんですけれども、賃

金とか何とか、大体どのくらいの導入をしたい

かということで、今回、今おっしゃるような形

で、大体どの程度の賃金なのかとかいうのも、

もう一回調査したいなというふうに思っており

まして、そこ辺からどの程度の補助が必要なの

かとか、全額補助はできませんので、ある程度
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導入のための支援という形になりますので、そ

の幾らにしなさいというのは各病院の判断でご

ざいますので、なかなか県のほうから幾らぐら

いにしなさいというのは言えないんですけれど

も、そこ辺の状況はちょっと把握をしてみたい

と思います。

○鳥飼委員 そのときに参考になるのがやっぱ

り県病院の医療クラークなんですよね、最初導

入しているので。それは、私も確認していない

んですけど、あんまり大した額ではないという

ふうに聞いているものですから、やはりそれな

りの確立をしていかないと、医療クラークとし

て配置をしても、十分機能していかないのでは

ないかなというふうに思いますので、そこ辺は

十分研究なり検討を加えていっていただきたい

と思います。よろしくお願いいたします。

○十屋委員 幾つか御質問させていただきます。

まず、３ページの日向入郷圏域の３病院の勤務

医の処遇で、先ほど手当のところで救急勤務医

手当ということに文字を変えるということなん

ですが、ここのところの目的としては、二次救

急の中で日向のところだけが私立の病院で、あ

とは公的なところがあるんですが、この勤務医

手当に差があったのか、それが目的なのか、そ

れともう一つは、医師確保する意味でこういう

処遇改善をされるのか、どちら、もしくは両方

一緒なのか。

○緒方医療薬務課長 やはり勤務医、救急医の

処遇改善をすることによって、そういうような

救急医療を担う医師を確保したいということで、

この再生計画の中でこういうような計画を位置

づけてあるということでございます。

○十屋委員 それで22年度からなので、ことし

からなんですが、その現状といいますか、大分

たっておりますけど、実績としてはどういうふ

うになっておりますか。

○緒方医療薬務課長 現在、交付決定をしてお

りまして、具体的な実績として、まだ数値とし

て上がってきておりませんので、まだそこは確

認できておりません。

○十屋委員 わかりました。次に、４ページの

小児救急医療電話相談、これは拡充されたとい

うことで喜ばしいですけれども、これの現状、

以前に比べて増加したのか減ったのかというの

とあわせて、その下の（４）と（５）とあるよ

うに、保護者なり親御さんの意識啓発というこ

とも取り組まれていますので、そのあたりで軽

症な子供たちを連れていかなくなったのか、そ

れとも相談事業で済まされているのか、そうい

う状況はどうでしょう。

○緒方医療薬務課長 小児救急医療電話相談事

業につきましては、今年度の実績が１日11.5人、

昨年度が12.7ぐらいだったと思いますけれども、

若干下がってはおりますが、誤差の範囲かなと

思います。基本的には、毎日これだけの電話相

談があるということで、私どもとしましては、

この電話相談については効果が上がっているも

のというふうに考えております。それと、先ほ

ど言われました訪問救急医療の教室とか、これ

はドクターのほうにいろんな施設、幼稚園とか

保育所、そういうところに行っていただいて、

受診のあり方等について講義をするということ

で、昨年度は30施設について実施をしておりま

す。また、オピニオンリーダーにつきましても、

昨年度は５団体、それと今年度は６団体という

ことで、新たに例えば小林で地域医療を考える

会とか、そういうような形でＮＰＯ法人の取り

組みが行われています。そういう形で取り組み

が行われておりまして、救急医療に関しては、

県からコンビニ受診を控えろと言うよりか、や
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はり住民の中からそういう声が上がってくると

いうのが非常に大きなことだと思います。ちな

みに、そういうような具体的な成果というのは

余り出ていませんけれども、県立延岡病院の患

者さんが例えば去年、20年度は約3,900人が外来

患者さんでおられたんですけれども、21年度に

つきましては3,300人ぐらいの外来患者さん、救

命センターですね、600人ぐらい減っているとい

うような形で、そういうような形でコンビニ受

診が抑えられてきつつあるんじゃないかなとい

うふうに考えております。

○十屋委員 もう一つ、先ほどのＤＭＡＴのと

ころで、５ページですけど、災害拠点病院のと

ころで課長の説明は、平成９年３月、この文章

の中でいくと、「10病院を指定し」というところ

で「11」とおっしゃったような気がするんです

が、その数字の間違いはないかちょっと確認が

一つと、それから、現在、一番下の四角囲いの

中に、それぞれ宮崎、都城、日南にＤＭＡＴが

あるんですが、今後、医療圏域の中で、ほかの

医療圏域、特に県北も含めて、こういうＤＭＡ

Ｔを編成するような計画があるかないか、県と

しては、そのことについて先ほど提携をすると

いう方向にいっているんですけど、今後の動き

についてちょっとお知らせいただけますか。

○緒方医療薬務課長 先ほど11と申しましたの

は、基幹災害医療センターと地域災害医療セン

ターを含めて11ということでございまして、15

年２月に宮崎大学医学部附属病院が基幹災害医

療センターとして指定されましたので、10プラ

ス１ということで11になったということでござ

います。それと、ＤＭＡＴチームの新たな動き

というのは、確かに県北とかまだないんですけ

れども、そういう動きについては、まだ具体的

な動きは聞いておりません。それと、協定等に

つきましては、やはり協定を結ぶときに保険が

必要なんですね。こういうような損害賠償、求

償するための保険が必要なものですから、その

保険に入るための予算という形で、来年度予算

という形で財政当局にはお願いをしたいという

ふうに今考えているところでございます。

○十屋委員 最後に、ＤＭＡＴがない地域は今

後予定がないということなんですが、県として

は方向性として、財政的な、先ほどの保険も絡

んでくるので、どうなるか、ちょっと予算的な

ものもあると思うんですが、県としては進める

方向にあるのか、今後はどういうふうに考えて

おられますか。

○緒方医療薬務課長 やはりＤＭＡＴは、それ

ぞれの病院の事情がございまして、医師の状況

とか何とかで、県のほうからつくってください

となかなか言えないというのが現状ではござい

ます。ただ、県北とか、それぞれ地域バランス

というのもございますので、できたらそういう

方向でつくっていただくとありがたいかなとい

うふうには思っているところでございます。

○長友委員 このＤＭＡＴの協定を結んでいる

県の全国的な状況というのはどんな状況になっ

ているんですか。

○緒方医療薬務課長 協定締結の都道府県が、

平成22年４月現在で35都道府県になっておりま

す。ちなみに、九州の県で結んでいないのが本

県と沖縄ということになっておりますので、で

きるだけ早く結びたいというふうに思っている

ところです。

○太田委員 関連でありますが、７ページ、６

ページにもありますけど、費用の弁償というの

がありますよね。これはそういう災害のために

動いた場合に費用の弁償が来るということです

が、これは例えば診療報酬の部分プラスして何
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らかの費用弁償があるのか、支払基金のほうに

診療報酬のほうは請求して何か実費としていた

だくのか、この費用弁償というものの内容はど

んなものなんですか。大まかで結構ですけど。

○緒方医療薬務課長 済みません。費用弁償に

つきましては、その行ったときの旅費とか医薬

品とか、そういうもののかかった実費というふ

うに考えておりまして、診療報酬の点について

は未確認だったので、ちょっと確認をさせてい

ただきます。

○太田委員 わかりました。診療報酬は別であ

るのかなというふうに感じるわけですが、この

ＤＭＡＴを編成した場合、実際こういう動いた

人たちというのは、非常に情熱的な人たちとい

うか、そういうチーム編成してされるわけだか

ら、病院の負担になってでもというところもあ

るやに聞いているんですけど、ただ、５ページ

にあるように、ＤＭＡＴを編成したということ

による何らかの支援、公的な支援とか予算的な

支援というのはあるんですか。

○緒方医療薬務課長 現在のところ、具体的な

予算、補助的なものはございません。

○米良委員 災害医療、ＤＭＡＴに関連してで

ございますが、５ページで見る限り、災害拠点

病院の一覧表がここに、10とか11、さっき話が

ありましたが、このほかに、どこでどういうふ

うな災害が起こるかわからないということを前

提にすれば、大きな個人的な病院ということも、

その受け入れ地域の指定ということで考えてい

いのかどうか、そこ辺が一つ。

それから、ＤＭＡＴのチームが、数えると８

チームで40名程度いるんですけれども、特にこ

れは厚労省が実施する研修を経た先生たちじゃ

ないとこれに当たられないということなんです

ね。そうなってくると、果たして宮崎県の場合

は、この程度の皆さんでいいのかどうかという

疑問をここでちょっと持つんですが、そこあた

りはどうなのか、どう考えておけばいいのかと

いうことですよね。

もう一つは、６ページでありますが、災害医

療従事者研修会の開催ということで２番目に上

がっておりますが、研修会を開催しているけれ

ども、本県の場合はどの程度の医師数というの

が研修に参加しているものなのか、あるいはま

た、今後どういうふうな研修の機会というのが

予定されておるものなのか、そこあたり３つお

聞かせください。

○緒方医療薬務課長 例えば災害等が起こった

場合には、個々の機関、地域災害医療センター

が中核となって、ＤＭＡＴがそこにおって、医

療を提供したりとかしますけれども、当然個々

の病院だけでは賄い切れないような状況もあろ

うかと思います。そういうような場合に備えて、

各病院から今の空き病床はどの程度あるのか、

受け入れ可能性はあるのかどうかというような

情報をもらうようなシステムも組んであります。

そういうことを見ながら、ここで災害拠点病院

はいっぱいになったから、例えばもっと大きな

都城の病院とか、そこに搬送するとか、そうい

うような臨機応変な対応をしていく必要がある

というふうに認識しております。

それと、ＤＭＡＴチームについて、今８チー

ムでございますけれども、全体が全国で600チー

ムぐらいあるということでございます。そのう

ちで大体宮崎県のは100分の１ということでござ

いますけど、６チームということにはなります

が、必ずしも６チームでいいとは私どもも思っ

ておりませんで、先ほども申しましたとおり、

県北地域とかそういうところの地域バランスが

まだとれておりませんので、研修に行けるよう
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な形の、まだこれは予算的にもないんですけれ

ども、研修旅費をつけるとか、そこ辺は今後検

討をしていきたいなというふうに思っておりま

す。

それと、災害医療従事者研修会のドクターの

参加人員ですけど、具体的な参加人員は把握し

ていないんですが、大体宮崎大学に委託しまし

て、大学のほうで毎年、ＤＭＡＴの人たちも集

めて、災害研修とかそういうようなことをやっ

ております。そういう中で、実際来ていただい

ているのは、ドクターとか看護師さんとか、そ

ういう方々が参加しております。それと救命救

急士の方々とか、そういうような形で、ドクタ

ーだけでは災害医療はやれませんので、そうい

うようなチームという形で、お互いに顔を知る

という意味からも、この研修会でやっていると

いうような状況でございます。

○米良委員 課長、研修会に参加している医師

の楽観といいますか、希望ではありませんが、

研修に参加する意志、そういうのはどう感じて

おられますか。積極的なそういう意志があるの

か。

○緒方医療薬務課長 昨年度は、土曜日にやる

んですけれども、110名の参加がございました。

そういう中で、私も一回行ったことがございま

すけれども、そのときには宮崎空港での航空機

事故を想定したＤＭＡＴ訓練という形で、具体

的な事例で訓練を行っております。そういう意

味では、ドクター、看護師、皆さん、臨場感を

持って前向きに取り組んでいただいているもの

と考えております。

○松田委員長 課長、もう１点、米良委員から

先ほどの質問で３点目、今後このようなＤＭＡ

Ｔ研修の機会はということがありましたが、今

後のスケジュール等々はありますか。

○緒方医療薬務課長 この研修会等は引き続き

行っていきたいなと思いますし、全国でも研修

会等がございます。その辺の研修会にも参加を

していただいて、能力向上等に努めていただき

たいなというふうには考えております。

○権藤委員 ＤＭＡＴの延岡は今後どうなるん

ですか。

○緒方医療薬務課長 延岡のほうは、確かにこ

れはないということで、できるだけ県としても

１チームぐらいあると地域バランスがいいなと

いうふうに思っておりますので、できるだけ希

望病院がないか、当たっていければというふう

に思っております。

○権藤委員 医療事情はいろいろあるにしても、

日南病院等にも２チームできているということ

であれば、どういう事故が起こるかわからんわ

けですから、１チームは最低つくることは現地

も認めていると思うんですよね。だから、そこ

ら辺で具体案を目指して実現してほしいなとい

う要望を申し上げておきたいと思います。

○緒方医療薬務課長 先ほど県立病院の医療秘

書がどの程度の金額かということでありました

けれども、非常勤で日額が７時間勤務で5,130円

ということだそうです。20日間勤務になると10

万2,600円ということで、これが安いかどうかで

すね。それと、救急医療管理加算につきまして

は、やはり地域医療の支援病院とか救急告示施

設になっていないと受けられないということに

なっているということです。

○松田委員長 それでは、ないようですので、

これで終わりたいと思います。

執行部の皆さん、御苦労さまでした。

しばらく休憩いたします。

午前10時55分休憩
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午前11時０分再開

○松田委員長 では、委員会を再開いたします。

まず、協議事項（１）県北調査についてであ

ります。

資料１をごらんいただきたいと思います。

県北調査は、来週11月10日水曜日から11日木

曜日にかけて１泊２日で実施予定です。前回の

委員会におきまして御協議いただきました調査

先ですが、ごらんのような日程案を作成してお

ります。

１日目、県議会に９時に集合いただきまして、

川南町役場、川南町立川南小学校、そして延岡

市役所を訪問いたします。

２日目は、美郷町役場・美郷町立病院と宮崎

県医師会を訪問いたします。

この案で御了承いただきたいと思います。よ

ろしいでしょうか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○松田委員長 それでは、そのように決定いた

します。

次に、画面を用意しております。フッ素洗口

についての賛否両論を含んだ映像で５分程度で

す。参考にごらんいただきたいと思います。

〔放映〕

○松田委員長 以上のような内容でございまし

た。

次に、資料２をごらんいただきたいと思いま

す。

書記に指示をいたしまして、これまでの委員

会活動と今後の予定案を作成いたしました。

まず、５月11日の第１回委員会から、宮崎県

歯科医師会との意見交換会、県南調査、県外調

査など、これまで６回にわたって調査をしてま

いりました。

本日、条例要綱案を御協議いただきまして、

執行部からの意見聴取、11月定例会中の政策条

例検討会議に要綱案を提出したいと考えており

ます。

政策条例検討会議において、条例化の必要性

が認められ、当委員会が条例案作成ワーキング

グループとして決定された場合は、要綱案のほ

うは、12月３日開催の第６回委員会で決定し、

パブリックコメントなどを実施した後に、１月28

日に開催いたします第７回委員会で条例案を決

定し、２月定例会に上程したいと考えておりま

す。

委員の皆様の御意見がございましたら、どう

ぞよろしくお願いいたします。

○鳥飼委員 これはちょっと勉強させてもらえ

んでしょうか。前もってもらっておけば、ちょっ

とでも見ておったんだけど、医療のほうは資料

をもらっていたから、質問もあんなしてできた

けれども。

○松田委員長 中身のことも今後御協議いただ

きます。では、日程案に関しては、一たん皆さ

ん方お持ち帰りいただくということでよろしい

でしょうか。

○権藤委員 日程案もさることながら、あとの

骨子だとか、そういうこと等について、中身も

当然条例案を、時間があんまりないから、だか

ら、よく添付されている日程以下の資料につい

ての各会派の意思統一をいただいて、次回等に

は内容の議論が実施できるということで。

○松田委員長 では、それぞれ各会派持ち帰り

ということでよろしいでしょうか。

では、しばらく休憩をとらせていただきます。

午前11時13分休憩

午前11時18分再開

○松田委員長 委員会を再開します。
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日程のほうはお任せをいただきたいと存じま

す。

次に、Ａ３判の「歯科口腔保健推進条例（仮

称）について」をごらんいただきたいと思いま

す。

今後推進してまいります歯科保健に係る現状

と県の施策、それらを踏まえての条例の必要性、

条例要綱案を１枚にまとめました。

まず、１の「歯科保健に係る現状」につきま

しては、前回の委員会で御協議いただいており

ます。虫歯数は、１歳６カ月児、３歳児、12歳

児と、この３つの段階で全国の下位に位置して

おるのが本県の現状であります。歯周病と言わ

れる４ミリ以上の歯周ポケットを持つ割合が、

本県は40歳代で42.4％、50歳代で約半数の50％

になっております。また、歯周病と糖尿病との

相関関係、それから幼児期から高齢者まで生涯

にわたる歯科口腔の健康づくりに関する法律が

制定されていないという現状がございます。

次、２の「県の取組」でありますが、県とし

てもごらんのような施策に取り組んでおります。

しかしながら、３の「歯科保健に係る条例の

必要性」にありますように、一層の取り組み、

歯科保健の大切さについて、県民などにさらな

る理解と協力を得るなどの仕組みづくりが必要

ではないかと考えております。

下の段、４の「宮崎県歯科口腔保健推進条例

（仮称）要綱案」でありますが、既に制定して

おります各道県とも条例の項目はおおむね共通

しております。要綱案につきましては、各条例

を参考に案を作成しております。

次の宮崎県歯科口腔保健推進条例（仮称）の

要綱案をごらんいただきたいと思います。

要綱案につきましては、本日大枠を御協議い

ただき、「政策条例検討会議」において、条例化

の必要性が認められ、当委員会が「条例案作成

ワーキンググループ」として決定された場合

は、12月３日の第６回委員会で決定したいと考

えております。

まず、１の目的です。

「① この条例は、歯と口腔の健康づくりに

関し、基本理念を定め、県の責務及び保健、医

療、福祉、教育等に関係する者等の役割を明ら

かにするとともに、施策の基本的事項を定め、

歯と口腔の健康づくりに関する施策を総合的に

推進することにより、県民の健康の保持増進に

寄与することを目的とすること。」としておりま

す。

条例の制定目的、内容を端的に示したもので

あります。

２の基本理念であります。

「① 歯と口腔の健康づくりは、すべての県

民が自ら歯と口腔の健康づくりに努めるととも

に、その居住する地域にかかわらず等しく、生

涯を通じて必要な歯科保健医療サービスを受け

ることができる環境が整備されることを基本と

して行わなければならないものとすること。」

としております。

県民の自主的な努力を促進するとともに、ど

こに住んでも同じような必要な歯科保健医療サ

ービスを受けることができるよう施策を推進す

べきことを基本理念としております。

次に、３の県の責務であります。

「① 県は、基本理念（以下「基本理念」と

いう。）にのっとり、歯と口腔の健康づくりの推

進に関する総合的かつ計画的な施策を策定し、

実施する責務を有するものとすること。」として

おります。

県に計画の策定と施策の実施を求めるもので

あります。
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次、４の市町村との連携協力等であります。

「① 県は、施策を策定し、実施するに当たっ

ては、歯科保健サービスを行う市町村との連携

協力及び調整に努めなければならないものとす

ること。」としております。

県と市町村は、対等協力関係にあります。こ

のため、連携協力及び調整に努めるとしており

ます。

５の保健、医療、福祉、教育等に関する者の

役割であります。

「① 保健、医療、福祉、教育等に関する者

は、基本理念にのっとり、県民の歯と口腔の健

康づくりの推進に努めるとともに、それぞれの

者が行う歯と口腔の健康づくりに関する活動と

連携協力するよう努めるものとすること。」とし

ております。

歯科口腔保健にかかわる者等の役割を定めた

ものであります。

６の事業者及び医療保険者の役割であります。

「① 事業者は、基本理念にのっとり、県内

の事業所で雇用する従業員の歯科健診及び保健

指導の機会の確保その他の歯と口腔の健康づく

りに関する取組を推進するよう努めるものとす

ること。」

「② 医療保険者は、基本理念にのっとり、

県内の被保険者の歯科健診及び保健指導の機会

の確保その他の歯と口腔の健康づくりに関する

取組を推進するよう努めるものとすること。」

としております。

医療保険者とは、全国健康保険協会、健康保

険組合などであります。事業者、医療保険者の

理解と協力が必要なことから、新たな義務を課

すのではなく、自主的な取り組みを促すことを

目的としております。

７の県民の役割についてであります。

「① 県民は、歯と口腔の健康づくりに関す

る知識及び理解を深めるよう努めるとともに、

県及び市町村が実施する歯と口腔の健康づくり

に関する施策を活用すること及び歯科医師等の

支援を受けること等により、自ら歯と口腔の健

康づくりに取り組むよう努めるものとするこ

と。」としております。

知識と理解に努めていただき、県等の施策の

活用に努めるとしております。

８の歯科保健推進計画についてであります。

「① 知事は、県民の生涯にわたる歯と口腔

の健康づくりに関する施策を総合的かつ計画的

に推進するため、歯と口腔の健康づくりの推進

に関する基本的な計画（以下「歯科保健推進計

画」という。）を定めなければならないものとす

ること。」

「② 歯科保健推進計画には、次に掲げる事

項について定めるものとすること。（１）歯と口

腔の健康づくりに関する基本的な方針、（２）歯

と口腔の健康づくりに関する施策、（３）歯と口

腔の健康づくりに関する目標、（４）歯科保健推

進計画の位置付け及び期間、（５）前各号に掲げ

るもののほか、歯と口腔の健康づくりに関する

施策を総合的かつ計画的に推進するために必要

な事項」

「③ 知事は、歯科保健推進計画を定めよう

とするときは、あらかじめ、県民、市町村及び

歯と口腔の健康づくりに関する学識経験者等の

意見を反映することができるよう必要な措置を

講じなければならないものとすること。」

「④ 知事は、歯科保健推進計画を定めたと

きは、これを公表するものとすること。」

「⑤ 知事は、歯科保健推進計画における施

策の進捗状況を踏まえ、必要に応じて歯科保健

推進計画の見直しを行うものとすること。」
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「⑥ ③及び④の規定は、歯科保健推進計画

の変更について準用するものとすること。」とし

ております。

知事に歯科保健推進計画の策定を義務づける

ことにより、総合的かつ計画的な施策の推進を

図るものであります。また、策定、変更に際し

ては、県民等の意見の反映を求めています。

続きまして、９の市町村に対する情報の提供

及び支援等であります。

「① 県は、市町村が歯と口腔の健康づくり

に関する計画を策定し又は施策を実施しようと

するときは、その求めに応じて情報の提供及び

専門的又は技術的な支援等を行うものとするこ

と。」としております。

「その求めに応じて」としておりますのは、

県と市町村が対等協力関係にあることから規定

しております。

次に、10の基本的施策の実施であります。

「① 県は、歯と口腔の健康づくりを推進す

るため、基本的施策として、次に掲げる事項を

実施するものとすること。（１）歯と口腔の健康

づくりの推進に資する情報の収集及び提供並び

に歯と口腔の健康づくりに関係する者の連携体

制の構築に関すること。（２）市町村が歯科疾患

の予防対策を行う場合、その実施に当たり必要

な措置に関すること。（３）市町村等が行う母子

保健に関する事業、学校保健に関する事業、高

齢者の保健に関する事業その他保健に関する事

業との連携に関すること。（４）乳幼児、障がい

のある者、介護を要する者その他特に配慮を要

する者に対する歯科保健医療サービスの確保に

関すること。（５）歯と口腔の健康づくりに携わ

る者の資質の向上に関すること。（６）歯と口腔

の健康づくりの推進に資する調査研究に関する

こと。（７）歯と口腔の健康づくりに関する普及

啓発に関すること。（８）8020運動（80歳で自分

の歯を20本以上維持することを目的とした取組

をいう。）の推進に関すること。（９）前各号に

掲げるもののほか、歯と口腔の健康づくりを推

進するために必要な事項に関すること。」として

おります。

県の基本的施策として取り組む事項を列挙し

たものであります。補足いたします。（１）は情

報の収集、提供、関係者との連携構築、（２）は

市町村が歯科予防対策を行う場合、必要な措置

を実施すること、（３）は各事業との連携を講じ

ること、（４）は特に配慮が必要な方の保健医療

サービスの確保、（５）は研修制度、（６）は調

査研究の実施、（７）は啓発事業の実施、（８）

は8020運動の推進、（９）はその他必要な施策で

あります。

11の歯の衛生週間であります。

「① 県民の間に広く歯と口腔の健康づくり

についての関心と理解を深め、県民が積極的に

歯科疾患を予防する意欲を高めるため、歯の衛

生週間を設けるものとすること。」

「② 歯の衛生週間は、６月４日から同月10

日までとすること。」

「③ 県は、歯の衛生週間の趣旨にふさわし

い事業を実施するよう努めるものとすること。」

としております。

既に認知されている週間でありますが、法律

上の位置づけがされていないため、条例に規定

したものであります。

12の財政上の措置であります。

「① 県は、歯と口腔の健康づくりに関する

施策を推進するため、必要な財政上の措置を講

ずるよう努めるものとすること。」としておりま

す。

13の施策の実施状況の公表であります。
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「① 知事は、毎年、県が講じた歯と口腔の

健康づくりに関する施策の実施状況について、

その概要を公表するものとすること。」としてお

ります。

14の施行期日であります。

「この条例は、公布の日から施行するものと

すること。」としております。

以上です。委員の皆様の御意見がございまし

たらお願いいたします。

先ほども申しましたが、次回委員会で要綱案

を決定したいと考えております。いかがでしょ

うか。

では、先ほど御意見をいただきましたように、

各会派持ち帰りの上、宿題ということにさせて

いただきたいと思います。

この後、整理をした上で、執行部への意見聴

取、政策条例検討会議に提出、説明をしたいと

考えております。委員の皆様、よろしいでしょ

うか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○松田委員長 次に、協議事項（３）次回委員

会についてであります。

次回委員会は、12月３日金曜日に行うことを

予定しておりますが、執行部への説明、資料要

求について、何か御意見、御要望はございませ

んか。

特にないようですので、次回の委員会の内容

につきましては、正副委員長に御一任をいただ

きたいと存じますが、よろしいでしょうか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○松田委員長 それでは、そのような形で準備

をさせていただきたいと存じます。

最後になりますが、協議事項（４）その他で

ございますが、委員の皆様から何かございませ

んか。

それでは、次回の委員会としての活動は、11

月10日から１泊２日の県北調査、９時に県議会

に集合となっております。よろしくお願いいた

します。

各会派の御意見ですが、議会の開会日、11月18

日ぐらいまでに書記のほうにお出しいただけれ

ば大変ありがたく存じます。

それでは、以上で本日の委員会を閉会いたし

ます。

午前11時32分閉会


